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[１] 平成２０年度２次補正予算の概要

平成20年8月の「安心実現のための緊急総合対策」以後の新たな事態に対応す

るため、新しい経済対策「生活対策」が取りまとめられました。これを受け、平

成２０年度国土交通省関係の２次補正予算については、国民の生活の安全・安心

の確保や地方が「底力」を発揮できるよう、地域経済の活性化や住宅投資・防災

強化などをすすめるために必要な事業等に配分されたところです。

近畿地方整備局の２次補正予算については、交通ネットワークの整備等の地域

活性化対策として約６９億円、集中豪雨・震災対策等の住宅投資・防災強化対策

として約２１４億円計上し、地方の「底力」の発揮を図ります。また、国庫債務

負担行為（ゼロ国債）を約１３８億円計上し、効率的な事業執行を促進します。

《２次補正の主な事業》

○地域活性化対策

◇安全安心な歩行・交通対策

・（都）梅津太秦線（補助 京都府京都市）

◇交通ネットワークの整備

・京都縦貫自動車道 一般国道４７８号京都第二外環状道路（直轄 京都府京都市）

・新宮港 多目的国際ターミナルの整備（補助 和歌山県新宮市）

○住宅投資・防災強化対策

◇集中豪雨・震災対策

・九頭竜川水系九頭竜川 河川改修事業（直轄 福井県福井市）

◇長寿命化等の保全対策

・揖保川水系揖保川 他 河川改修事業（直轄 兵庫県たつの市 他）

・一般国道１６５号 高田高架橋橋梁補修（直轄 奈良県大和高田市）

◇住宅投資

・香里園駅東地区市街地再開発事業（補助 大阪府寝屋川市・枚方市）

◇官庁施設の耐震化等防災対策

・大阪第１地方合同庁舎 他 官庁施設のグリーン化等省エネ対策

（直轄 大阪府大阪市）

・施策別内訳表 ※事業費は集計確認中のため変更する可能性あり （百万円）

項　　　目 事 業 費
歳出予算 28,221
地域活性化対策 6,868
安全・安心な歩行・交通空間の確保 975
交通ネットワークの整備 5,893

住宅投資・防災強化対策 21,353
集中豪雨・震災対策 13,342
長寿命化等の保全対策 3,894
住宅投資 3,359
官庁施設のグリーン化等省エネ対策 758

国庫債務負担行為(ゼロ国債） 13,840
近 畿 地 方 整 備 局　　合 計 42,061
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※ 一括配分とは、中央省庁等改革基本法に基づき、大臣の委任を受け地方整備局長が事

業の決定及び執行の権限を有する予算です。

※ 本表に災害復旧費は含んでおりません。

平成20年度2次補正予算　事業別予算額総括表（事業費）
（単位：百万円）

歳出予算 ゼロ国債 総 　計
うち一括配分 うち一括配分 うち一括配分

治水 3,997 279 4,540 720 8,537 999
直轄 3,718 0 3,660 0 7,378 0
補助 279 279 880 720 1,159 999

海岸 22 22 0 0 22 22
直轄 0 0 0 0 0 0
補助 22 22 0 0 22 22

道路整備 4,141 1,215 6,684 300 10,825 1,515
直轄 2,545 320 6,440 300 8,985 620
補助 1,596 895 244 0 1,840 895

港湾 3,428 934 0 0 3,428 934
直轄 2,300 0 0 0 2,300 0
補助 1,128 934 0 0 1,128 934

空港
直轄 0 0 0 0 0 0
補助 0 0 0 0 0 0

住宅対策 3,851 3,015 220 220 4,071 3,235
補助 3,851 3,015 220 220 4,071 3,235

市街地整備 7,275 3,769 0 0 7,275 3,769
補助 7,275 3,769 0 0 7,275 3,769

道路環境 916 35 270 150 1,186 185
直轄 15 0 270 150 285 150
補助 901 35 0 0 901 35

都市水環境 0 0 360 0 360 0
直轄 0 0 360 0 360 0
補助 0 0 0 0 0 0

下水道 3,697 36 630 214 4,327 250
補助 3,697 36 630 214 4,327 250

都市公園 136 136 1,136 206 1,272 342
直轄 0 0 150 0 150 0
補助 136 136 986 206 1,122 342

（一般公共計） 27,463 9,441 13,840 1,810 41,303 11,251
直轄 8,578 320 10,880 450 19,458 770
補助 18,885 9,121 2,960 1,360 21,845 10,481

官庁営繕 758 758 0 0 758 758
直轄 758 758 0 0 758 758
補助 0 0 0 0 0 0

（合計） 28,221 10,199 13,840 1,810 42,061 12,009
直轄 9,336 1,078 10,880 450 20,216 1,528
補助 18,885 9,121 2,960 1,360 21,845 10,481
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【１．補助事業内訳表（事業費）～本省配分額および一括配分額の総額ベース～】

 ＜ 全 体 ＞ （単位：百万円）

福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和歌山県 計

治 水 190 130 60 600 0 0 179 1,159

海 岸 0 0 12 0 0 0 10 22

道 路 整 備 1,114 130 150 160 26 2 258 1,840

港 湾 0 0 80 524 314 0 210 1,128

空 港 0 0 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 448 457 362 1,375 787 426 216 4,071

市 街 地 整 備 159 294 908 4,153 1,131 250 380 7,275

道 路 環 境 0 35 642 28 96 100 0 901

都 市 水 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 100 1,625 286 1,516 800 0 0 4,327

都 市 公 園 100 200 110 480 232 0 0 1,122

（一般公共計） 2,111 2,871 2,610 8,836 3,386 778 1,253 21,845

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 2,111 2,871 2,610 8,836 3,386 778 1,253 21,845

地域再生交付金 0 0 0 0 0 0 0 0

 ＜ うちゼロ国債分＞ （単位：百万円）

福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和歌山県 計

治 水 100 130 0 600 0 0 50 880

海 岸 0 0 0 0 0 0 0 0

道 路 整 備 174 20 0 0 0 0 50 244

港 湾 0 0 0 0 0 0 0 0

空 港 0 0 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 220 0 0 0 0 0 0 220

市 街 地 整 備 0 0 0 0 0 0 0 0

道 路 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

都 市 水 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 100 64 50 416 0 0 0 630

都 市 公 園 100 200 110 480 96 0 0 986

（一般公共計） 694 414 160 1,496 96 0 100 2,960

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 694 414 160 1,496 96 0 100 2,960

地域再生交付金 0 0 0 0 0 0 0 0
※ゼロ国債分のみの計数。

※ゼロ国債分を含む計数。
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【２．補助事業内訳表（事業費）～うち一括配分額のみのベース～】

 ＜ 全 体 ＞ （単位：百万円）
福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和歌山県 計

治 水 90 70 60 600 0 0 179 999

海 岸 0 0 12 0 0 0 10 22

道 路 整 備 580 90 100 0 6 2 117 895

港 湾 0 0 0 524 200 0 210 934

空 港 0 0 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 382 369 252 1,155 567 360 150 3,235

市 街 地 整 備 159 294 908 1,316 462 250 380 3,769

道 路 環 境 0 35 0 0 0 0 0 35

都 市 水 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 100 64 86 0 0 0 0 250

都 市 公 園 100 0 50 0 192 0 0 342

（一般公共計） 1,411 922 1,468 3,595 1,427 612 1,046 10,481

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 1,411 922 1,468 3,595 1,427 612 1,046 10,481

地域再生交付金 0 0 0 0 0 0 0 0

 ＜ うちゼロ国債分＞ （単位：百万円）
福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和歌山県 計

治 水 0 70 0 600 0 0 50 720

海 岸 0 0 0 0 0 0 0 0

道 路 整 備 0 0 0 0 0 0 0 0

港 湾 0 0 0 0 0 0 0 0

空 港 0 0 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 220 0 0 0 0 0 0 220

市 街 地 整 備 0 0 0 0 0 0 0 0

道 路 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

都 市 水 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 100 64 50 0 0 0 0 214

都 市 公 園 100 0 50 0 56 0 0 206

（一般公共計） 420 134 100 600 56 0 50 1,360

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 420 134 100 600 56 0 50 1,360

地域再生交付金 0 0 0 0 0 0 0 0
※ゼロ国債分のみの計数。

※ゼロ国債分を含む計数。
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[２] 近畿地方整備局補正予算の概要

１．都市・住宅関係
１）事業費内訳
（１）直轄事業費：１５０百万円［うちゼロ国債 １５０百万円］

○都市公園事業 １５０百万円

（２）補助事業費：１７，６７５百万［うちゼロ国債 １，８３６百万円］

○街路事業

・街路事業費 ８０２百万円

・土地区画整理事業費 ５０百万円

・市街地再開発事業費 ２８百万円

○住宅対策事業

・住宅・建築物耐震改修等事業費 ３，０１５百万円

・住宅市街地基盤整備促進事業費 ２２０百万円

・地域住宅モデル普及推進事業費 ８３６百万円

○市街地整備事業

・都市交通システム整備事業費 １４７百万円

・都市再生区画整理事業費 ６６９百万円

・まちづくり交付金事業費 ３，７６９百万円

・都市・地域再生緊急促進事業費 ２，６９０百万円

○下水道事業 ４，３２７百万円

○都市公園事業 １，１２２百万円

事項別内訳（単位：百万円）

項目 住宅・都市関係

道路整備 住宅対策 市街地整備 道路環境 下水道 都市公園 合計

歳出予算 160 3,851 7,275 720 3,697 136 15,839

地域活性化対策 160 147 642 136 1,085

安全・安心な歩行・交通 147 642 136 925

空間の確保

交通ネットワークの整備 160 160

住宅投資・防災強化対策 3,851 7,128 78 3,697 14,754

集中豪雨・震災対策 3,015 3,769 78 1,708 8,570

長寿命化の保全対策 836 1,989 2,825

住宅投資 3,359 3,359

国庫債務負担行為 220 630 1,136 1,986

（ゼロ国債）

合計 160 4,071 7,275 720 4,327 1,272 17,825

※事業費内訳の街路事業は、事項別内訳表の道路整備＋道路環境に対応しています。
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２）主な事業
■地域活性化対策関係（事業費 １，０８４百万円）
◇安全・安心な歩行・交通空間の確保

（都）梅津太秦線（補助 京都市） ６４２百万円

鉄道を高架化することにより、都市内交通の円滑化を図るとともに、分断され

た市街地の一体化による都市の活性化を図るため、事業を推進する。

■住宅投資・防災強化対策関係（事業費 １２，３３８百万円）
◇集中豪雨・震災対策事業

住宅・建築物耐震改修等事業（補助 近畿管内） ３，０１５百万円

特に倒壊の危険性が高い住宅・建築物の耐震改修に係る助成を拡充すること等

により、地震時の安全確保、関連投資の活性化を緊急に図る。

◇住宅投資

都市・地域再生緊急促進事業

香里園駅東地区第一種市街地再開発事業（補助 大阪府寝屋川市・枚方市）

２，１４０百万円

事業進捗を図る為に、緊急的な上乗せ補助を行う。

■ゼロ国債 （事業費１，９８６百万円：うち直轄１５０百万円）
◇都市公園事業

淀川河川公園（直轄 大阪府域） ５０百万円

公園の利便性の向上を図るため、水洗トイレの整備を実施する。

布引運動公園（補助 滋賀県東近江市） ２００百万円

平成２２年度高校駅伝近畿大会開催に向けて、陸上競技場の工事の早期完成を

図る。

◇下水道事業

福井市合流式ポンプ耐震対策（補助 福井県福井市） ５０百万円

合流式ポンプ場の耐震化を図るため、早期に工事着手する。

◇住宅対策事業

住宅市街地基盤整備促進事業

森田北東部土地区画整理事業（補助 福井県福井市） ２２０百万円

関連する一級河川芳野川に係る河道掘削、橋梁架け替え等について、早期の工事

着手を図る。
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２．河川関係

１）事業費内訳

（１）直轄事業費：７,７３８百万円 ［うちゼロ国債：４,０２０百万円］

○河川事業 ７,４９２百万円

○砂防事業 ２４６百万円

（２）補助事業費：１,１５９百万円 ［うちゼロ国債：８８０百万円］

○河川事業 ８９９百万円

○ダム事業 １００百万円

○砂防事業 ６0百万円

○総合流域防災事業（総流防） １００百万円

事項別内訳（単位：百万円）

項目 治水関係

河川 砂防 ダム 総流防 合計
歳出予算 3,781 116 0 100 3,997

住宅投資・防災強化対策 3,781 116 0 100 3,997

集中豪雨・震災対策 3,387 56 0 100 3,543

長寿命化の保全対策 394 60 0 0 454

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 4,610 190 100 0 4,900

合計 8,391 306 100 100 8,897

２）主な事業

■住宅投資・防災強化対策関係（事業費３,９９７百万円）

◇集中豪雨・震災対策

河川改修事業（直轄 九頭竜川水系九頭竜川 福井県福井市） ６００百万円

平成16年７月豪雨により多大な被害を受けた九頭竜川において、引堤事業の

早期効果発現のため、旧堤撤去、河道掘削を実施し、浸水被害軽減対策を推進

する。
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◇集中豪雨・震災対策

広域基幹河川改修事業（補助：野田川水系野田川 京都府与謝野町） ３0百万円

平成1６年１０月（台風23号）により、甚大な被害を受けた野田川において、河

道拡幅等により浸水被害軽減対策を推進する。

◇長寿命化等の保全対策

河川改修事業（直轄 揖保川水系揖保川他 兵庫県たつの市他） ３８７百万円

堤防の詳細点検結果を踏まえ、猪名川、加古川、揖保川、北川において堤防の

強度が不足する区間でドレーン工等による堤防質的強化対策を実施し、堤防の

強化を推進する。

◇長寿命化等の保全対策

砂防事業（直轄 六甲山系、瀬田川水系） ６０百万円

近年多発しているゲリラ豪雨に伴う増水により砂防堰堤が破壊されたことに鑑み、

設置後長年経過した砂防堰堤の長寿命化対策を図るため、施設の劣化診断等を行う。

■ゼロ国債（事業費 ４,９００百万円）

◇集中豪雨・震災対策

砂防事業（直轄 九頭竜川水系真名川 福井県大野市） １３0百万円

平成1６年７月福井豪雨により、著しい土砂流出のあった真名川において、堰堤

工を推進し、土砂災害の軽減を図る。

◇集中豪雨・震災対策

総合治水対策特定河川事業（補助 淀川水系寝屋川 大阪府門真市）

６０0百万円

寝屋川流域内の浸水被害軽減を図るため、寝屋川北部地下河川本体の整備を推

進する。
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３．道路関係

１）事業費内訳
（１）直轄事業費：９，２７０百万円［うちゼロ国債：６，７１０百万円］

○道路事業

・交通円滑化事業費 ５，５３０百万円

・地域連携推進事業費 ２，８３５百万円

・道路維持修繕費 ６２０百万円

○道路環境整備事業

・沿道環境改善事業費 １５百万円

・交通事故重点対策事業費 １５０百万円

・電線共同溝整備事業費 １２０百万円

（２）補助事業費：１，８６１百万円［うちゼロ国債：２４４百万円］

○道路事業

・交通円滑化事業費補助 ３０百万円

・地域連携推進事業費補助 １，６５０百万円

○道路環境整備事業

・沿道環境改善事業費補助 ４６百万円

・交通連携推進事業費補助 １００百万円

・交通安全施設等整備事業費補助 ３５百万円

事項別内訳（単位：百万円）

項目 事業費（百万円）
道路事業 道路環境整備事業 合計

歳出予算 3,981 196 4,177

地域活性化対策 2,485 50 2,535

安全・安心な歩行・交通空間の確保 50 50

交通ネットワークの整備 2,485 2,485

住宅投資・防災強化対策 1,496 146 1,642

集中豪雨・震災対策 1,061 146 1,207

長寿命化の保全対策 435 435

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 6,684 270 6,954

合計 10,665 466 11,131

２）主な事業
■地域活性化対策関係
◇交通ネットワークの整備

京奈和自動車道

一般国道２４号 大和御所道路

（直轄 奈良県大和郡山市～橿原市） ３００百万円

平成２５年度の大和郡山ＪＣＴ完成に向け、近畿自動車道名古屋大阪線（西名阪自

動車道）の迂回路工事の推進を図る。
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京都縦貫自動車道

一般国道４７８号 京都第二外環状道路

（直轄 京都府京都市） １５００百万円

平成２４年度の全線供用に向けた用地買収をさらに推進し、京都市域における早期

の工事着手を図る。

■住宅投資・防災強化対策関係

◇集中豪雨・震災対策

一般国道３０５号 小丹生拡幅

（補助 福井県福井市小丹生町） ７０百万円

防災点検における要対策箇所を解消し、第一次緊急輸送道路として安全で円滑な交

通の確保を図り、平成２１年度早期の供用に向け工事の推進を図る。

主要地方道 坂本高浜線

（補助 福井県大飯郡おおい町） ４２０百万円

幅員狭小、線形不良、事前通行規制区間を解消し、地域の安全で安心な交通を確保

するため、橋梁工事の推進を図る。

◇長寿命化等の保全対策

一般国道１６５号 高田高架橋橋梁補修

（直轄 奈良県大和高田市） ７０百万円

主桁の塗装及び附属施設の補修を行うことにより、橋梁の長寿命化及び道路ネット

ワークの安全性・信頼性の向上を図る。

■ゼロ国債
一般国道１７１号 上牧交差点改良事業

（直轄 大阪府高槻市上牧町） １５０百万円

平成２１年度供用に向け、交差点改良における右折レーンの設置を推進し、早期に

渋滞の緩和及び追突事故の軽減を図る。
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４．港湾空港関係
１）事業費内訳
（１）直轄事業費：2,300 百万円

○港湾事業 2,300 百万円

（２）補助事業費：1,１50 百万円

○港湾事業 1,１28 百万円

○海岸事業 22 百万円

事項別内訳（単位：百万円）

項目 港湾・空港関係

港湾 海岸 合計

歳出予算 3,４28 22 3,４50

地域活性化対策 3,２48 3,２48

交通ネットワークの整備 3,２48 3,２48

住宅投資・防災強化対策 180 22 202

集中豪雨・震災対策 22 22

長寿命化の保全対策 180 180

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 0

合計 3,４28 22 3,４50

２）主な事業
■地域活性化対策関係（事業費 3,２48百万円）
◇交通ネットワークの整備

大阪港（直轄 大阪府大阪市） 10０百万円

温室効果ガスの削減等環境に配慮した港湾整備を推進し、地域の活性化を図るた

め、大阪港において、船舶（フェリー）への陸上電力供給の実証実験を実施する。

新宮港（補助 和歌山県新宮市） 210百万円

地域の活性化を図るため、新宮港において、臨海部における企業立地と連動した

多目的国際ターミナル等の整備を促進する。

■住宅投資・防災強化対策関係（事業費 202百万円）
◇長寿命化等の保全対策

神戸港（直轄 兵庫県神戸市） 等 180百万円

港湾施設の老朽化の進む社会資本ストックの戦略的維持管理を推進する。

◇集中豪雨・震災対策

日高港海岸（補助 和歌山県日高郡美浜町） 10百万円

高潮や東南海・南海地震に伴う津波に対して、既存の護岸の強化をはかるため

の破堤防止を促進する。
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５．営繕関係

１）事業費内訳
（１）直轄事業費： ７５８ 百万円

○官庁営繕 ７５８ 百万円

事項別内訳（単位：百万円）

項目 営繕関係

歳出予算 758

官庁施設のグリーン化等省エネ対策 758

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 0

合計 758

２）主な事業

■環境負荷低減対策関係（事業費 ７５８百万円）

◇官庁施設のグリーン化等省エネ対策

大阪第１地方合同庁舎他（直轄 大阪府大阪市 他） ７５８百万円

既存の官庁施設における環境負荷低減のために空調改修等省エネ対策工事を

実施する。


